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一般的な標準化活動について

• 標準化の目的

– インフラに関するもの(通信、鉄道、ライフライン等)

• 普及による生活改善(パイを大きくしてからシェアを増やす)。

⇒デジュール標準が主でフォーラム標準がサポート

[理由]

• 新たな市場を作る必要がある。

• 製造者・運用者・使用者に対してそれぞれ利が享受される必要がある。

– インフラ以外のもの(自動車、昇降機、コンピュータ等)

• コストダウン、調達容易性の改善(最初からシェアを増やす※インフラに

よりパイは最初から大きくなっている)。

⇒デファクト標準で推進

[理由]

• 強い製造者が牽引。

• 解がユニークである必要がない(囲い込み政策の考え方による)。

• 部品、モジュールの標準化を活用してコストダウンに結び付ける。
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光通信での標準化されるべき技術

• 標準化(オープン化)する技術と差別化する技術
– 標準化する技術(パイを大きくする技術): 普及に必要な

インタフェース・パラメータ・ユースケース

– 差別化する技術(大きなパイでシェアを取る技術): オンリーワン技術、
ナンバーワン技術(コアデバイス、アルゴリズム、基本ソフトウェア)

インタフェース(=相互接続の実現)

コア技術(Only one, No.1)

デバイス、アルゴリズム、基本ソフト

パラメータ(=使い方)

ユースケース(=使い道)

差別化する領域

標準化する領域
装置間インタフェース
デバイス間インタフェース
制御プロトコル

(光、プロトコル)パラメータ
(パラメータセット)

提供サービス、
サービス形態

• コア技術を使わせる仕組みを標準化。これにより、最適化された

システム・装置とコア技術単品の両面で国際競争力の増強が可能。

• コア技術までも標準化すると｢安かろう、悪かろう｣製品が横行し、

日本製品の競争力が失われ、｢安心・安全｣な装置はできない。



4

• 世界的なエリア拡大(FTTHの普及率向上) に向けた標準化されるべき
技術と差別化する技術

(補足)光アクセスの標準化技術
伝

送
速

度
（
bp

s）

2004 2006 2008 2010 2012

100M 

1G 

10G 

100G 

B-PON （600/150Mbps）

10G–EPON （10Gbps）

NG-PON
(100Gbps)

GE–PON (1Gbps)

データ通信＋IP電話

グリーンONU

家庭

データ
OLT

映像
OLT

データ
ONU

映像
ONU

1.31μm

1.49μm

1.55μm

局舎

マルチサービス化

超ブロードバンド化

2002 2014

トリプルプレイ
(データ＋電話＋映像)

2016

E-PON （600/150Mbps）

3波多重

1G光バースト送受信

10G光バースト送受信

ONU

ONU

ONU
1G/1G

10G/10G

1G/10G混在
収容OLT

パワーセーブ

長延化

時刻同期・クロック同期

1G/10G

多種ONU混合収容

多分岐化

OFDM

★

高信頼化★

差別化技術 標準化技術

多分岐化: 電気/光分岐制御・多リンク制御・センサーネットワーク連携
高信頼化: 伝送路冗長化・多重障害制御・キャリアダイバーシティ

(スマートシティ向け)ユースケース★

※ITU-T標準化
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標準化活動の進め方

• 標準化における活動方針

デジュール(ITU-T)

フォーラム(IEEE, 
FSAN, BBF等)

ユースケース 要求条件

詳細標準規定(インタフェース規定)

運用規程
(パラメータ)

プロトタイプ

プロモート
連携

• 普及推進にはデジュールの承認は必要(国策として導入する新興国では必須条件)。
• 標準の質の向上、スピード感を出すためにはフォーラムとの連携が必要。
• 標準化を獲得し普及させるためには各ステージの発言権を得て標準化の

ナビゲータになる必要がある。
⇒プロモータとして初期から参加する必要がある(長期に参加できる体制作りと

人材育成が必要)。
⇒技術検証をするプロトタイピングとの連携を図る。
⇒異文化交流による多角的な視点で検討を進める必要がある。
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国に求めること

• 国内の体制作り

– 標準化を進めるための国内フォーラムの設立とサービス、運用、装置、

デバイス等の様々な観点から議論を行うための異業種間連携の推進。

– 長期(２～３年)に渡り標準化を推進するための人材育成プランの確立。

新興国のように国家名義での標準化派遣等の拡大も検討要。

• 国際間調整

– 国際間協調のための他国主管庁、主要通信事業者との交流の場の設置。

– 標準化後のシステム導入のための現地運用者、保守者との連携の枠組み

を構築(個社でやると似たような作業に対し多大な費用と時間がかかり阻害

要因となる)。

• プロトタイピング及び技術検証のサポート

– 個社ですべてのシステムを構築するのは難しい。オープンイノベーションの

観点からも、個社間調整(権利化等の調整を含む)を期待。


